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訪問看護ステーション運営事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 介護支援課

会計 小事大事
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目項
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対象

市直営の訪問看護サービス事業所として設置。主治医の指示のもと看護師が訪問し、病状の観
察、服薬管理、床ずれの手当等、個々の病状に応じた看護サービスを提供している。訪問看護
の対価として診療報酬や利用料の支払いを受けている。

当初は、寝たきり高齢者に対する訪問看護が主であったが、精神疾患や認知症の利用者の訪問
看護が増加している。療養病床の削減や入院日数の削減等により、難病等で人工呼吸器装着等
医療依存度の高い利用者や入退院を繰り返している病状の不安定な精神疾患への訪問看護も実
施している。今後は地域包括ケアシステムの更なる構築のため市内訪問看護ステーション間の
連携強化が課題となっている。

病状の悪化を防ぎ在宅療養が継続できる。

主管課長 菊池　義博高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

名　　称 平成2６年度 平成2７年度 平成2８年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

在宅で療養中の訪問看護を
必要とする市民

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

訪問日数 247 246 245 日 →→

60 57

平成2７年度

13,443,272 10,227,910

4.00

人 →→55

10,360,884

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

40,315,272 44,807,910 42,303,884

年間実人数減少したが、年間利用者延
人数は増加した。褥瘡処置による連
日、複数回訪問の利用者がいたため年
間利用者延人数が増加したと考える。
また、利用者や家族からの相談、ケア
マネ―ジャー等関係機関とも積極的に
連携をとり在宅療養の継続を支援して
いる。なお、人工呼吸器使用の利用者
がいなかったため、千葉県在宅人工呼
吸器使用患者事業委託金の該当がなく
県支出金は無かった。

平成2６年度 平成2８年度

4.00 3.00 3.00

26,872,000 34,580,000 32,017,000

3.00 4.00

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

Ａ　必要性が高まると
考えられる

Ｂ　市が担うととも
に、市民協働を進める
べき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取組の
課題

更に関係機関との連携を強化しつつ、
多くの市民や他職種に訪問看護につい
て知ってもらい、在宅療養の推進を勧
める。

④今後の
改善計画

市内訪問看護ステーション連絡会で地
域の医師との連携を図るための勉強会
等を開催し在宅療養を推進する。

①今年度
(H28)の
改善計画

②今年度
(H28)に
実施した

取組

市内訪問看護ステーション連絡会で訪
問看護のパンフレットを作成し、訪問
看護のPRを行い在宅療養を推進する。

市内訪問看護ステーション連絡会で訪
問看護のパンフレットを作成し、市内
の福祉会館を中心に配布した。また在
宅医療介護連携拠点事業のつむぐ会で
訪問看護のPRを行った。


